
平成22年3月期 第1四半期決算短信 

平成21年7月31日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 日鐵商事株式會社 上場取引所 東 
コード番号 9810 URL http://www.ns-net.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 今久保 哲大
問合せ先責任者 （役職名） 総務法務部 担当部長 （氏名） 岩崎 文夫 TEL 03-6225-3500
四半期報告書提出予定日 平成21年8月7日
配当支払開始予定日 ―

1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 198,056 △44.2 1,353 △72.6 782 △85.0 226 △92.9
21年3月期第1四半期 355,224 ― 4,943 ― 5,208 ― 3,177 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 1.69 ―
21年3月期第1四半期 23.61 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 332,235 44,077 12.2 262.67
21年3月期 380,849 45,213 11.0 262.28

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  40,603百万円 21年3月期  41,800百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当状況については、３ペ
ージ「種類株式の配当の状況」をご覧ください。 

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00
22年3月期 ―
22年3月期 

（予想）
0.00 ― 4.00 4.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

390,000 △49.2 1,800 △84.1 1,500 △86.1 400 △93.6 2.97

通期 860,000 △34.9 5,600 △60.8 5,000 △61.6 4,000 △46.1 28.48



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他（2）をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場
合があります。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 134,801,000株 21年3月期  134,801,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  223,628株 21年3月期  219,528株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 134,579,732株 21年3月期第1四半期 134,614,407株



 普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

  種類株式Ｂ 

（注） 種類株式Ｂ１株当たりの優先配当金の金額につきましては、定款の定めにより、種類株式Ｂ１株当たりの発行

価額（10,000円/1株）に毎年３月31日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の全国銀行協会が発表する６ヶ月

物の東京日本円銀行間金利申込利率に１パーセントを加えた利率を乗じた金額となっております。 

 種類株式Ｂの当第１四半期末発行済株式数は1,000,000株（21年３月期末発行済株式数は1,200,000株）であり

ます。 

 なお、22年３月期（予想）の１株当たり配当金は、平成21年６月30日の利率を適用して算出しております。 

  

種類株式の配当の状況

  １株当たり配当金 

 （基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

21年３月期 －  0.00 －  173.083  173.083

22年３月期 － ─── ─── ───     

22年３月期（予想） ───  0.00 －  167.273  167.273



  当第１四半期（平成21年4月1日から平成21年6月30日）における我が国経済は、昨年秋以降の金融情勢の混乱、世

界経済の急速な悪化や円高等により、企業業績や設備投資および個人消費の低迷等引き続き厳しい状況で推移いたし

ました。 

 鉄鋼業界においても、製造業向けを中心とする国内外の急速な需要減退と市況下落、在庫調整等に見まわれ、非常

に厳しい状況となっております。 

 このような状況の下、当社グループの業績に関しては、売上高につきましては前年同期比で1,571億円、44.2％の

減収となる1,980億円、営業利益は13億53百万円（35億89百万円、72.6％の減益）、経常利益は7億82百万円（44億25

百万円、85.0％の減益）、四半期純利益は2億26百万円（29億51百万円、92.9％の減益）と、経費削減につとめたも

のの大幅な減収、減益とならざるを得ませんでした。 

 また、事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。 

（鋼材） 

 国内外の需要減退や在庫調整による数量減に加え価格の下落により、売上高は前年同期比で1,052億円、39.2％の

減収となる1,629億円、営業利益は34億2百万円、89.4％減益となる4億2百万円となっております。  

（原燃料・非鉄・機材その他） 

 国内・輸出の取扱数量の減少等により、売上高は前年同期比で519億円、59.7％の減収となる351億円、営業利益は

2億2百万円、17.7％の減益となる9億45百万円となっております。 

  

（資産、負債、純資産の状況） 

 当第１四半期末の資産合計は3,322億円となり、前期末比486億円減少しました。これは主に、売上高の減収による

受取手形及び売掛金の減少等によるものであります。 

  負債合計は主に、受取手形及び売掛金と同様の理由による支払手形及び買掛金や、それら運転資金の減少に伴う借

入金の減少により2,881億円となり、前期末比474億円減少しました。 

  純資産合計につきましては、当第１四半期での四半期純利益の計上や保有株式の時価上昇等があったものの、配当

金の支払や種類株式Ｂの一部取得・消却があり、前期末比11億円減少となる440億円となりました。 

  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期末の現金および現金同等物は、以下の理由による営業活動での収入に対し、借入金の返済等を行い、

前期末比88億円の減少となる317億円となっております。 

 当第１四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高の減少に伴う売上債権の減少等により、法人税等の

支払があったものの58億円の収入となり、投資活動によるキャッシュ・フローは2億円の支出となりました。財務活

動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済に加え、配当金の支払いや種類株式Ｂの一部取得があり152億円の支

出となりました。  

  

 第２四半期連結累計期間および通期の業績予想につきましては、平成21年4月28日に公表いたしました業績予想を

修正しておりません。  

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報



該当事項はありません。  

  

１．簡便な会計処理 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算

において算定した貸倒実績率を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

②棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく

年間償却予定額を期間按分して算定しております。 

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

該当事項はありません。 

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 32,865 41,647

受取手形及び売掛金 192,092 223,188

リース債権及びリース投資資産 11,145 8,475

商品及び製品 44,971 55,826

その他 13,256 15,071

貸倒引当金 △1,093 △1,138

流動資産合計 293,238 343,070

固定資産   

有形固定資産 15,715 15,499

無形固定資産   

のれん 130 140

その他 3,104 3,231

無形固定資産合計 3,234 3,372

投資その他の資産   

その他 21,162 20,041

貸倒引当金 △1,116 △1,135

投資その他の資産合計 20,046 18,906

固定資産合計 38,996 37,779

資産合計 332,235 380,849



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 147,169 178,541

短期借入金 89,422 98,654

貿易債権流動化債務 9,631 9,441

未払法人税等 1,044 2,466

引当金 487 1,075

その他 11,081 12,370

流動負債合計 258,836 302,550

固定負債   

長期借入金 13,511 15,510

貿易債権流動化債務 11,943 14,697

引当金 889 877

その他 2,976 2,000

固定負債合計 29,321 33,086

負債合計 288,157 335,636

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,750 8,750

資本剰余金 8,750 8,750

利益剰余金 24,820 27,608

自己株式 △52 △51

株主資本合計 42,268 45,057

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 764 58

繰延ヘッジ損益 123 117

為替換算調整勘定 △2,552 △3,432

評価・換算差額等合計 △1,664 △3,256

少数株主持分 3,474 3,412

純資産合計 44,077 45,213

負債純資産合計 332,235 380,849



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 355,224 198,056

売上原価 341,618 189,202

売上総利益 13,606 8,854

販売費及び一般管理費   

運賃及び倉敷料等諸掛 3,574 2,732

貸倒引当金繰入額 100 8

役員報酬及び給料手当 1,676 1,693

賞与引当金繰入額 494 418

その他 2,816 2,646

販売費及び一般管理費合計 8,662 7,500

営業利益 4,943 1,353

営業外収益   

受取利息 72 119

受取配当金 45 46

為替差益 298 －

持分法による投資利益 367 －

その他 104 228

営業外収益合計 888 395

営業外費用   

支払利息 450 445

為替差損 － 316

持分法による投資損失 － 122

その他 173 81

営業外費用合計 623 966

経常利益 5,208 782

特別利益   

固定資産売却益 － 5

特別利益合計 － 5

特別損失   

投資有価証券評価損 － 11

ゴルフ会員権評価損 1 0

投資有価証券売却損 17 0

特別損失合計 19 12

税金等調整前四半期純利益 5,189 774

法人税等 1,863 633

少数株主利益又は少数株主損失（△） 147 △85

四半期純利益 3,177 226



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,189 774

減価償却費 238 406

貸倒引当金の増減額（△は減少） 109 △89

その他の引当金の増減額（△は減少） △518 △568

受取利息及び受取配当金 △118 △166

支払利息 450 445

持分法による投資損益（△は益） △367 122

投資有価証券売却損益（△は益） 17 0

投資有価証券評価損益（△は益） － 11

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） － △5

ゴルフ会員権評価損 1 0

売上債権の増減額（△は増加） △29,722 30,332

たな卸資産の増減額（△は増加） △736 12,073

その他の流動資産の増減額（△は増加） 951 2,467

仕入債務の増減額（△は減少） 24,287 △33,815

その他の流動負債の増減額（△は減少） △224 △1,216

その他の固定負債の増減額（△は減少） 1,842 △2,692

その他 △51 37

小計 1,348 8,119

利息及び配当金の受取額 213 242

利息の支払額 △414 △488

法人税等の支払額 △4,458 △2,010

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,311 5,862

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △120 △7

定期預金の払戻による収入 60 1

投資有価証券の取得による支出 △103 △8

投資有価証券の売却による収入 27 15

貸付けによる支出 △7 △3

貸付金の回収による収入 5 9

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△17 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,105 △356

有形及び無形固定資産の売却による収入 1 26

その他 92 46

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,167 △275

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,535 △12,205

長期借入金の返済による支出 △48 △5

リース債務の返済による支出 － △7

配当金の支払額 △1,224 △1,015

少数株主への配当金の支払額 △113 △5

自己株式の取得による支出 △3,001 △2,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,148 △15,239

現金及び現金同等物に係る換算差額 △585 820

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,916 △8,831

現金及び現金同等物の期首残高 14,653 40,599

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,737 31,768



 該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  
 （注）１ 事業区分は、取引形態及び主要な取扱商品により、鋼材、原燃料・非鉄・機材その他に区分している。 

２ 各事業の主な取扱商品等 

①鋼材 

 鉄鋼製品の販売。主な取扱商品は以下のとおりである。 

Ｈ形鋼、鉄筋用棒鋼、厚中板、熱延薄板、冷延薄板、表面処理鋼板、鋼管杭、土木建材、ステンレス、建築

工事等 

②原燃料・非鉄・機材その他 

 原燃料、非鉄金属、機材の販売等。主な取扱商品は以下のとおりである。 

鉄鉱石、石炭、鋼屑、半成品、伸鉄材、石油、バンカーオイル、ステンレス屑、機械、機械部品等 

３ 事業区分の方法の変更 

 前第１四半期連結累計期間                                     

当社グループの事業区分は、従来より、「鋼材」、「原燃料・非鉄・機材」、「その他」に分類していた

が、前連結会計年度において、「その他」を構成していたエヌエス自販機販売㈱を連結の範囲から除外した

ことに伴い、「その他」事業の重要性が著しく減少したことから、当第１四半期連結累計期間より「原燃

料・非鉄・機材」と「その他」を統合し、事業区分を「鋼材」、「原燃料・非鉄・機材その他」に変更し

た。 

この結果、従来の方法に比較して当第１四半期連結累計期間の売上高は、原燃料・非鉄・機材その他事業が

192百万円（うち外部顧客に対する売上高は90百万円）増加している。また、営業利益は原燃料・非鉄・機

材その他事業が13百万円増加している。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
鋼材 

（百万円） 

原燃料・ 
非鉄・機材 
その他 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  268,214  87,009  355,224  ―  355,224

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 1  102  104 (104)  ―

計  268,216  87,111  355,328 (104)  355,224

営業利益  3,804  1,148  4,953 (9)  4,943

  
鋼材 

（百万円） 

原燃料・ 
非鉄・機材 
その他 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  162,966  35,090  198,056  ―  198,056

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 1  53  55 (55)  ―

計  162,968  35,144  198,112 (55)  198,056

営業利益  402  945  1,348  5  1,353



前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  
 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

① アジア地域……中国、韓国、タイ、マレーシア、シンガポール、ベトナム 

② 北米地域………米国、メキシコ 

③ その他の地域…オランダ、豪州、ロシア 

  

   

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 

アジア 
 地域 

（百万円）

北米地域 
（百万円）

その他の 
 地域 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
 全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  332,493  17,202  4,026  1,501  355,224  ―  355,224

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 11,532  334  1  ―  11,867 (11,867)  ―

計  344,025  17,537  4,027  1,501  367,092 (11,867)  355,224

営業利益  4,239  597  6  69  4,913  30  4,943

  
日本 

（百万円） 

アジア 
 地域 

（百万円）

北米地域 
（百万円）

その他の 
 地域 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
 全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  181,416  9,843  6,154  643  198,056  ―  198,056

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 4,481  190  1  ―  4,673 (4,673)  ―

計  185,897  10,033  6,155  643  202,730 (4,673)  198,056

営業利益  567  71  98  297  1,035  318  1,353



前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  
 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

① アジア地域……中国、韓国、タイ、マレーシア、シンガポール、ベトナム 

② 北米地域………米国、メキシコ 

③ その他の地域…豪州、ロシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

   

 当社は、平成21年６月30日付で自己株式（種類株式Ｂ）200千株を2,000百万円で取得し、同日これを全株消却

した。この結果、当第１四半期連結累計期間において利益剰余金が2,000百万円減少している。 

 なお、利益剰余金の当第１四半期連結累計期間の変動内容（要約）は以下のとおりである。 

   

〔海外売上高〕

  アジア地域 北米地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円)  68,662  5,603  4,705  78,971

Ⅱ 連結売上高(百万円)        355,224

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

売上高の割合(％) 
 19.3  1.6  1.3  22.2

  アジア地域 北米地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円)  43,826  6,413  5,378  55,618

Ⅱ 連結売上高(百万円)        198,056

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

売上高の割合(％) 
 22.1  3.3  2.7  28.1

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

   利益剰余金 

平成21年３月31日 残高   （百万円） 27,608

当第１四半期連結累計期間中の変動額      

剰余金の配当 △1,015

四半期純利益 226

自己株式の消却 △2,000

当第１四半期連結累計期間中の変動額合計 （百万円） △2,788

平成21年６月30日 残高  （百万円） 24,820
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